
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高騰
に対する特別加算

物価高騰対応クーポン券発行事業
（特別加算分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている
町民の家計を支援するため、かさまつ応援割引クーポン券を発
行し、生活支援及び地域経済の活性化を図る。
②クーポン券発行に関する経費（商工会への補助金含む）
③クーポン券助成
　5,000円×22,200人×利用率88%≒97,680,000円
　印刷製本費　1,750,000円
　消耗品費・通信運搬費・振込手数料　1,481,000円
　人材派遣委託料　231,000円　　事務費　600,000円
　　　うち特別加算分事業費　79,804千円
④笠松町民、笠松町商工会

R8.1 R8.9

2
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

学校給食費負担軽減事業
（R6_補正分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている
子育て世帯の家計を支援するため、材料費高騰の影響を受け
る給食費を現状維持とする。
②学校給食費（教職員は除く）の現状維持
③学校給食費  給食材料費高騰分
　　児童分　1,310円×1,048人×11月＝15,101,680円
　　生徒分　1,470円×　540人×11月＝　8,731,800円
　　　うちＲ６補正分事業費　14,513千円
　一般財源　2,713千円
④児童生徒の保護者

R7.4 R8.3

3
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

学校給食費負担軽減事業
（R7_予備費分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている
子育て世帯の家計を支援するため、材料費高騰の影響を受け
る給食費を現状維持とする。
②学校給食費（教職員は除く）の現状維持
③学校給食費  給食材料費高騰分
　　児童分　1,310円×1,048人×11月＝15,101,680円
　　生徒分　1,470円×　540人×11月＝　8,731,800円
　　　うちＲ７予備費分事業費　9.320千円
④児童生徒の保護者

R7.4 R8.3

4
①食料品の物価高騰
に対する特別加算

物価高騰対応クーポン券発行事業
（通常分）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている
町民の家計を支援するため、かさまつ応援割引クーポン券を発
行し、生活支援及び地域経済の活性化を図る。
②クーポン券発行に関する経費（商工会への補助金含む）
③クーポン券助成
　5,000円×22,200人×利用率88%≒97,680,000円
　印刷製本費　1,750,000円
　消耗品費・通信運搬費・振込手数料　1,481,000円
　人材派遣委託料　231,000円　　事務費　600,000円
　　　うち通常分事業費　21,938千円
　一般財源　1,742千円
④笠松町民、笠松町商工会

R8.1 R8.9

5
④消費下支え等を通じ
た生活者支援

物価高騰対応水道基本料金等減免事
業

①エネルギー・物価高騰の影響を受けている町民や事業所へ
の支援として、水道料金基本料等の減免を実施
②笠松町水道事業会計に繰り出し、水道料金基本料の減免に
係る費用
③3期分の基本料金及びメーター使用料を減免（公的機関を除
く）
　減免期間　令和8年3期分～5期分
　対象 9,407件　15,783,617円×3期≒47,350,000円
　システム改修費用　660,000円
　一般財源　191千円
④笠松町民及び町内事業所（公的機関を除く）

R8.1 R9.2

6

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高騰
対策支援

物価高騰対応医療・介護・障害福祉施
設支援事業

①地域の医療・介護・障害福祉施設を維持するため、物価高騰
の影響を受けている医療機関等を支援するため、医療・介護・
障害福祉事業者物価高騰対策支援金を支給
②医療・介護・障害福祉施設等への支援金
③事業内容・施設規模等により定める金額を支給
　 消耗品費・通信運搬費　36,000円
　 支援金　医療機関　 　　 　31事業所 　2,200,000円
　　　　　 　 薬局　 　  　　 　　16事業所 　　800,000円
　 　　　　 　訪問看護  　　  　  5事業所　   　50,000円
 　　　　 　　介護施設　　　    49事業所 　2,085,000円
　 　　　　　障害福祉施設等　45事業所　 1,065,000円
　　一般財源　36千円
④医療・介護・障害福祉施設等

R8.1 R8.3

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


